












































































































































































































































































































































































































































































事業所名 設備の内容 リース期間 リー 事業所名 設備の内容 リース期間 リー
ス料 ス料








P0 字：都宮製作 800Tリンクモ 5ー5／8～63／827
テーパーピーリ 56／6～63／920 所 　　　◎Vョンフレス
ング機 真空焼鈍炉 56／11～62／1123
ピーリング機 58／8～65／822 フライス盤 62／1～69／19




名　　　　　　　称 台　数 期　間 リース及びレンタル料
営業用大型コンピュータ 5セット 36～79ケ月 1，220百万円／年





















































































































































































































東芝タンガロイ㈱ 4，037 50．6 粉末冶金製品，超硬工具，q業製品の製造販売
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東　芝　鋼　管　㈱ L260 50．2 電線管，溶接鋼管等の製｢販売














会　　社　　名 資　本　金 持株比率 主　要　な　事　業　内　容
日本電気 百万円
?
ホームエレクトロニクス㈱ 13，000 100 ホームエレクトロニクス製品の製造販売
＃九州日本電気㈱ 1，000 100 当社が販売する集積回路の製造
＃山形日本電気㈱ 1，000 100 当社が販売する個別半導体・集積回路の製?
＃関西日本電気鰯 200 100 当社が販売する集積回路・個別半導体・電子部品の製造
＃茨城日本電気㈱ 200 100当社が販売するコンピュータおよび関連装置の製造
※日本電気システム建設㈱ 2，091 59．6 電気通信工事の設計，施工，保守および通
信機器，情報処理機器の販売
※　安　藤　電　気　㈱ 3，180 51．2 集積回路テストシステム，計測器の製造販
（0，03）
?





※日本アビオニクス㈱ 3，640 44．3 情報システム，画像処理機器，電子部品の
製造販売
※日本電気硝子㈱ 12，967 43．6 ブラウン管用ガラス，管ガラス，ガラスフ（0，09） アイバーの製造販売
※東北金属工業㈱ 7，599 41．0 通信機器用および電子機器用磁性材料，部（0，4） 品ならびにその応用製品の製造販売
※東洋通信機㈱ 6，207 39．2 伝送情報機器，電波機器，移動無線機器，水晶機器の製造販売
※日本電気精器㈱ 2，000 34．9 電源装置，制御機器，小型モータ，情報機（0，3） 器の製造販売
※日　通　工　㈱（注4） 8，481 34．3 通信機器，情報機器，電子部品の製造販売
（0，2）
※　ア　ン　リ　ツ　㈱ 7，727 26．1 通信機器，計測器，情報機器，産業機械の
（0，02） 製造販売
エヌイーシー・エレクトロ 千米ドル
ニクス・インコーポレーテ 127，400 100 集積回路の製造販売
ッド　　　　　　（米国）
エヌイーシー・アメリカ・ 95，540 100 通信機器の製造販売
インコーポレーテッド
（米国）
エヌイーシー・インフォメ 34，000 100 コンピュータおよび関連装置の製造販売
一ション・システムズ・イ
ンコーポレーテッド
（米国）
　注1）＃印4社は，当社と一体となって量販製品の製造にあたるため，国内各地に設
　　　立された当社の子会社のうち事業規模の大きいものです。
　　2）※印は上場会社を示しています。
　　3）持株比率欄の下段括弧内数字は，間接所有割合を内数で示しています。
　　4）日通工㈱は，日本通信工業㈱が昭和62年4月1日に商号変更したものです。
②重要な技術提携等の状況
提　　　　携　　　　先 内　　　　　　容
アメリカン・テレホン・アンド・ 各種通信機器，電子機器，同関連部品お
テレグラフ・カンパニー（米国） よび電子デバイスに関する特許のクロス
ライセンス
インターナショナル・ビジネス・ 情報処理システムに関する特許のクロス
マシーンズ・コーポレーション（米国） ライセンス
①超大型コンピュータに関する製造ノウ
ハウおよび販売権の供与
ハネウェル・ブル・インコーポレーテッド ②コンピュータ（プログラムを含む）に
（米国） 　関する特許・著作権のクロスライセン
@ス
B15％の資本参加
出所　目本電気株式会社，第150期報告書，10～11頁。
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　上位7名以上の大株主への出資の比率を記載することになった。これに
ついても従来から大株主への出資の状況は開示されていたが，その大株主
が会社の場合はその会社における出資比率をも開示することになったので
出資先の会社から資料を入手しなけれぽならない。附属明細書については，
リーース資産の明細，所有権売主留保割賦購入資産の明細，子会社との営業
取引・それ以外の取引の明細を記載することになった。
　今回の改正によって，貸借対照表にリース資産の内容を注記することに
なった。法務省の担当者は，リース資産は貸借対照表記載能力のある資産
であると述べている。
　法務省の担当者の主張は次のとおりである。「リース契約とは，特定の物
件を使用・収益することを欲する企業等が，これを所有する供給者からそ
の引渡しを受け，リース業者をしてその代金を支払わせるとともに，リー
ス業者に対してリース料の支払を約束する契約である。リース契約におい
ては，中途解約が禁止され，リース業者は暇疵担保責任を負わず，危険負
担は利用老が負うなどの特約がされるのが一般である。又，リース料も，
リース物件の購入金額に加えて，リース期間中の固定資産税，保険料，金
利，リース業者が受取る利益等を全額回収するように定められている。こ
のような特質に着目すると，リースは通常の賃貸借と異なり，その実質は
金融である。　　今回の改正で計算書類規則が開示規制の対象とするのも，
このファイナンス・リースである。一わが国では，このリース取引の会
計が，依然として単なる賃貸借として処理されているのが現状であり，形
式的に所有権の移転がないことから，リース資産は貸借対照表に計上され
ず，リース料を支払ったときにこれを費用として計上する取扱がされるに
とどまっている。これでは，企業の経済的実態が正しく表示されず，財務
情報としての貸借対照表は，重大な欠陥を内包することになる。一り一
ス資産も，資産としての本質的特徴を具備しており，貸借対照表能力が認
められることについては，問題がない。しかし，リース会計が未成熟の現
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状では，リース資産について，貸借対照表の資産および負債の部に掲記し
て相当の会計処理をすべきことを求めることは相当でないといえよう。そ
こで，今回の改正では，差し当たり，リース資産が簿外に漏れることを防
ぐ趣旨で，これがあるときには，その物の存在を注記によって明らかにす
べきものとした。」（8）
　ファイナンス・リースによる資産は，融資を受けて資産を取得したのと
同様であると解釈すれば，その資産が貸借対照表に全く記載されないのは
妥当でないということになる。この点については，従来から指摘されてき
たが，企業会計審議会はリース取引について公正妥当な会計処理の基準を
示すことをしてこなかった。今回計算書類規則の改正によって，リース取
引を貸借対照表に開示することになったので，リース取引についての会計
問題が法務省から提起された格好になった。
　リース取引についての税法の取扱は，昭和53年7月20日に，法人税個別
通達旧法2－19「リース取引に係わる法人税及び所得税の取扱について」
が公表されている。リースの期間がその固定資産の法定耐用年数より短い
場合が多いため，通常の購入等により固定資産を取得した者との問で課税
上の不公平が生ずるのを避けるために，リース期間中に支払われるリース
料の総額を取得原価とみなして，リース支払料総額に対して法定償却率で
計算した額を償却限度額とし，それを超過するリース支払額の損金算入を
認めない措置である。（9）これは法人税の課税上の均衡を図るための処置で
あって理論的な解明の結果の対応策ではない。
（8）大谷貞男「計算書類規則の改正について」r商事法務』1151号，3～4頁。
（9）斉藤　奏『リースの法律・会計・税務』第一法規，昭和54年，107頁。
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7　補足情報としての注記の記載場所
　昭和57年の計算書類規則の改正において貸借対照表及び損益計算書につ
いて注記の記載方法が定められたが，昭和62年の財務諸表規則の改正と昭
和63年の計算書類規則の改正によって，新たに注記を要する事項が数多く
追加になった。計算書類規則には，注記の記載方法については「貸借対照
表又は損益計算書に記載すべき注記は貸借対照表又は損益計算書の末尾に
記載しなければならない。ただし，他の適当な箇所に記載することを妨げ
ない。」（3条の2第1項）と規定してあるように，計算書類規則は脚注方式を
原則としながら一括注記方式も認めている。
　財務諸表規則は昭和57年の改正の際に9条を「この規則の規定により記
載すべき注記は，脚注として記載することが適当であると認められるもの
を除き第8条の2及び第8条の3の規定による記載の次に記載しなければ
ならない。」と改め，利益金処分計算書の次に会計方針及び会計方針の変更
の注記に引続いて，一括して注記する方法を原則とした。
　会計方針のように貸借対照表と損益計算書の双方に共通する事項は，脚
注方式より一括注記方式によって記載する方が分かり易い。会計方針変更
の事実，その理由，変更の影響についても注記するようになると一層一括
注記方式によらざるをえない。省令の改正によって注記事項が増加すると，
一括注記方式によった注記は，注記と呼ぶにふさわしいか疑わしくなる。
　計算書類規則では会計方針，会計方針の変更及び変更による増減額は注
記事項であって（3条），会計方針変更の理由は附属明細書の記載事項であ
る（46条2項）。後発事象は営業報告書の記載事項である（45条1項9号）。あ
る事項を注記するか，他の計算書類に記載するかについての，区別の必然
的な基準は存在せず，意見のわかれるところである。
一164一
企業内容開示に関する最近の法令改正　165
8　開示事項の拡大
　インサイダー取引を規制する証券取引法の規定（190条の2）は前述のよう
に「重要事実」が公表されるまでの株券等の売買を禁止している。この規
定の目的は取引の禁止そのものにあるのではなく，取引に参加する者の間
に生ずる情報格差の解消を実現しようとするものであるから，証券発行会
社に対し，重要事実の速やかな公表を求めている点に意義がある。
　決定に係る重要事実については，190条の2第2項1号に，新株等の発
行，減資，株式分割，利益配当等，合併，営業譲渡・譲受け，解散，新製
品・新技術の企業化が列挙され，これらに準ずる事項として，証券取引法
施行令28条に，業務上の提携・解消，子会社異動を伴う株式等の取得，固
定資産の譲渡又は取得，営業の休止又は廃止，株券の上場廃止に係る申請，
破産等の申立て，新事業の開始，防戦買いの要請が列挙された。
　発生に係る重要事実としては，190条の2第2項2号に，災害又は業務に
起因する損害，主要株主の異動，上場株券等の上場廃止の原因となる事実
が列挙され，またこれらに準ずる事実として，証券取引法施行令29条に，
訴えの提起・解決，仮処分の申請・解決，行政庁による処分，親会社の異
動，債権者等による破産等の申立て，不渡り・銀行取引停止処分，親会社
又は子会社に対する破産等の申立て，貸倒れのおそれ，主要取引先との取
引の停止，債権者による債務の免除等，資源の発見が列挙された。
　また190の2第2項3号には，決算情報に係るものとして，売上高予想等
との差異，経常利益予想等との差異，当期利益予想等との差異が重要事実
として列挙された。
　さらに190条の2第2項4号には，上記各号に掲げる事実以外で会社の運
営，業務又は財産に関する重要な事実であって投資者の投資判断に著しい
影響を及ぼすものが重要事実として規定された。
　企業内容の開示は，貨幣情報を記載した財務諸表のみによって行われる
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わけではない。有価証券報告書には，経理の状況以外に多くの事項が記載
される。商法の計算書類においても，営業報告書や附属明細書には，会社
の財産及び損益の状態のほかに，会社の状況や取締役の職務遂行の状況に
関する情報が記載される。
　これらの開示書類は毎決算期に作成公表されるだけではなく，半期報告
書，臨時報告書も開示される，今回の改正により，臨時報告書の提出事由
が1ユ項目に拡大されたが，インサイダー取引の規制は，それを上廻る事項
を要開示事項として法定した。法定事項のなかには会社にとって不利な情
報も含まれる。企業がこれにどう対応するか注目される。
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